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研究要旨 

死亡時医学検索として死亡時画像病理診断(Ai=Autopsy imaging)の活用が見込まれ

ることから、その円滑な実施のために医療機関で行う場合に限定して、放射線防護面で

の課題を整理し、今後のルール整備の方向性を示した。Ai は 1)医療機関以外の専用施

設で日常診療と完全に切り離して施行する、2) 医療機関内で専用装置として使用する。

3)日常診療で用いているエックス線診療室で行う 3 つのパターンが考えられる。このう

ち、1)Ai ルームで専用装置を運用する場合には、放射線防護の基準に関して、医療法

を適用させる必然性は乏しく、労働安全衛生法あるいは人事院規則を適用することで放

射線安全は担保されうると考えられた。ただし、その質を担保するために、作業に従事

するスタッフは医療従事者とする必要があると考えられる。2) 医療機関内で専用装置

として使用する場合には、設置場所が医療機関であることから、放射線防護面に関して

は、医療法を適用させる必要があると考えられる。3)日常臨床で用いている設備を Ai

でも活用する場合の医療法の適用は、放射線防護面で問題がなければ、研究・教育目的

の使用は容認されており、Ai での利用は必ずしも禁止されておらず、その放射線防護

は、医療法で示されている基準を用いることで放射線安全が担保されると考えられた。

これらのいずれの場合も、Ai を行うには、国内で標準化された考え方に基づき院内ル

ールを整備しておく必要があると考えられる。また、その実態を行政も把握できるよう

にしておくべきであり、かつ、その質を担保するために、医療機関への立入検査の対象

とするのが適切であると考えられた。 
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A.研究目的 

死亡時医学検索として死亡時画像病理

診断(Ai=Autopsy imaging)の活用が見込

まれることから、医療機関で Ai を行うこ

とを想定し、その円滑な実施のために放

射線防護面におけるルール整備の課題を

整理し、今後の方向性を示す。 

 

B. 研究方法 

B.1 Ai の放射線防護や法令適用の現状把

握 

 医療機関、行政機関（地方厚生局、地

方自治体）に Ai の放射線防護の現状を聞

き取り調査し、現行規制と齟齬が生じて

いないか検証した。 

B.2 Ai の放射線防護基準の策定 

 Ai における事前・事後の放射線安全評

価手法の標準モデルを策定した。 

B.3 Ai の放射線防護面での法令適用 

 現行規制と齟齬が見受けられる事例に

対応するための方策を考案し、その方策

が関係者間で合意されることを検証した。 

 

C. 研究結果及び考察 

C.1 Ai の放射線防護の現状 

C.1.1 Ai の歴史 

C.1.1.1 海外 

 スイスの法医学者ターリが 2000 年頃

バーチャルオートプシーvirtopsy®1シス

テムを提唱し、2003 年に北米放射線学会

                                                   
1 http://www.virtopsy.com 

で発表した。この後、欧米各国で、法医

学や病理学の専門施設の剖検室の隣に CT、

MRI が設置されるようになった。バーチ

ャルオートプシーの有用性が次々に報告

されたため、アジアにおいても、いくつ

かの国々がバーチャルオートプシーのシ

ステムを取り入れることを検討するに至

っている。 

C.1.1.2 わが国 

 わが国では、放医研の江澤英史が 2000

年頃オートプシーイメージングの概念を

提唱したが、以前から日本では救急領域

で死後放射線検査が施行されていたとさ

れる。2004 年にはオートプシーイメージ

ング学会が設立され、同年、千葉大学法

医学教室が専用の装置を用いて検案に死

後 CT を導入し、従来の外表観察主体の検

死と 2 割の食い違いが生じることを示し

た。2005 年に千葉大学医学部附属病院が

大学病院としては初めてシステム化し、

2007 年に警察庁が、誤認検視を防ぎ、死

因を迅速に特定するため、検視に医療用

CT の導入を決定し、経費の半額を警察庁

が補助し各警察が CT を備えた医療機関

と委託契約を結ぶこととなった。2008 年

3 月には、日本医師会死亡時画像病理診断

(Ai=Autopsy imaging)活用に関する検討

委員会が「死亡時画像病理診断(Ai)の活

用における医学的および社会的死亡時患

者情報の充実の可能性及び課題につい

て」を中間報告した。 

 千葉大学医学部附属病院では、半年で



5 

100 例が施行され、その数は院内死亡例の

半数になっている。また、自治体での取

り組みもさらに進められ奈良県の全県立

病院でAiが実施可能な態勢が整備されて

いるように、今後、さらに拡大する可能

性がある。事実、厚生労働省、法務省及

び警察庁の間での合意により作成された

医療安全調査委員会設置法案（仮称）大

綱案の― 第三次試案 ―においても、「死

亡時画像診断等を補助的手段として活用

することも今後の検討課題である。」とさ

れている。しかし、死亡数例以上の Ai が

実施されることは考えられないので、Ai

での放射線照射の実情を把握すると放射

線防護へのインパクトは推計可能である

と考えられる。年間の死亡数は全国で百

万件程度であり、年間の CT 総件数が 4 千

万件であることからi、最大でもそのイン

パクトは 3%にとどまる。この程度の増加

は照射条件が大幅に変わらなければ安全

係数の範囲内であることから、各医療機

関での事前安全評価の見直しの必要性は

乏しいと考えられたが、照射範囲条件の

増大の程度の吟味は必要かも知れない。 

 放射線診療とは独立したシステムの運

営としては、近畿大学医学部が法医学教

室に、Ai システムを 2009 年 2 月に国内初

の試みとして導入した。設置場所は近畿

大学医学部 研究棟 地下 1 階 「Ai ルー

ム」であり、診療ではなく、医療機関内

でもないことから、医療法上の手続きは

なされていない。設置装置は東芝の

Asteion Super 4 Edition である。この装

置は診療で用いていたものを篤志家によ

り寄贈されたものである。近畿大学医学

部法医学教室は、大阪府の南部の司法解

剖の拠点であり、毎年、約 200 体の司法

解剖が行われている。放射線管理は法医

学教室のＸ線作業主任者によって行われ

ており、装置の操作や読影は法医学教室

のスタッフにより行われている。 

 読影技術の普及への試みとしては、

2009 年 4 月に、日本医学放射線学会の検

討委員会での活動をもとに、オートプシ

ー・イメージング読影ガイドが発行され

た。 

C.1.1.3 わが国の特徴 

 死後CT は1980 年代半ばからわが国で

は主に救命救急病院で施行されるように

なった。日本の主要な救命救急病院の約 9 

割が死後 CT を施行している実態にある。

その背景としては、監察医制度の普及が

不十分である一方で CT の普及割合が世

界一であることがあげられている。また、

監察医制度は、東京都 23 区、横浜市、名

古屋市、大阪市、神戸市の 5 都市のみで

あり、監察医がいない地域の救命救急病

院では異状死に剖検が困難な状況にある。

このため、体表面からの観察だけで死因

を推定せざるを得ない。監察医のいない

地域でも死因を正確に診断したいと願う

救命救急担当医が、CT を利用してきたこ

とが、数多くの死後 CT が施行されている

という日本の現状を生んだii。 

 今後の展開としては、平成 22 年 1 月 14

日に開催された全国厚生労働関係部局長
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会議で示された「医療施設等 設備 整

備費補助金」、「医療施設等 施設 整備

費補助金」の項目に「死亡時画像診断シ

ステム設備と施設」が新たに追加された

ことから、医療機関内に専用のＸ線 CT 装

置を設置することが促進される可能性が

考えられる。 

C.2 Ai の放射線防護や法令適用の現状把

握 

・Ai の実施状況 

・ 専用装置の使用割合 

・ 装置の手続き状況 

・ 医療法上の放射線安全評価の実情 

の把握が課題であると考えられる。 

C.3 Ai の放射線防護基準の策定 

 Ai における事前の放射線安全評価手法

の標準モデルをAi撮影プロトコルを基に

した遮へい計算として示す。事後の放射

線安全確認は、医療法施行規則に基づく

現行の方法でよいと考えられる。 

C.4 Ai の放射線防護面での法令適用 

C.4.1 Ai に用いる放射線機器の医療法

上の扱い 

C.4.1.1 放射線機器の共用 

 この場合はAiに用いる放射線機器は医

療法の規制対象で医療法の規定に基づく

手続きや放射線管理がなされることにな

る。 

 放射線診療に使っていた放射線機器を

新たに Ai にも用いる場合には、 

・ 開設許可事項の変更がない 

・ 使用前検査の許可証の条件内 

・ 予防措置の概要が想定内 

であれば、放射線防護上、新たな手続き

は必要ないと考えられる。また、Ai の運

用では、診療ではないので、医療法施行

規則第 24 条の 2 第 5 項の適用は受けず、

操作するものは医療法上の制限は適用さ

れないが、その質は担保する必要がある

ために、医療従事者がその作業に従事す

る必要があると考えられる。ただし、労

働安全衛生法等の規制に従う必要がある。

また、使用室の基準、管理区域の基準、

記帳などは医療機関としての放射線安全

を確保するために適用される。目的外に

使用しているのではないかという疑念が

あるかもしれないが、動物などを用いた

手技の習熟のための装置使用等、放射線

防護面で問題がなければ、日常臨床で用

いている設備研究・教育目的の使用は容

認されており、Ai での利用は禁止する条

文も見あたらない。 

C.4.1.2 専用の放射線機器による Ai  

 医療法は、診療の用に供するエックス

線装置に届出の義務がかかっているので、

診療に用いるのであれば、医療機器かど

うか（＝人に照射するかどうか）は問わ

ないとも考えられる。人に照射するかど

うかの観点では、マンモ生検標本 X 線装

置は「診療の用に供する」に該当するた

めに「医療法上の手続きが必要」との見

解を JIRA は示している。しかし、Ai はそ

もそも診療の一環という整理がなされて

いない。遺体の放射線防護も考慮する必

要が乏しい。また、放射線安全に関して

は、労働安全衛生法での規制を適用する
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ことで、従事者や公衆の安全を確保され

ると考えられる。このため、放射線防護

に関しては、医療法の規制の範囲内にす

る必要性は積極的には見いだしがたい。

ただし病院等の管理者は、医療機関内に

設置されているＸ線装置に関して把握し

ておく必要があると思われる。 

 ここで、Ai 専用放射線機器が医療法の

適用を受けることの社会的な利益が十分

に大きければ、Ai 専用放射線機器を「診

療の用に供する」と解釈するのは困難で

あるので、その条文を拡大する必要があ

るが、その必要性は検討した範囲では見

いだせなかった。 

 ただし、装置そのものが診療用でなく

医療法の規制対象外であったとしても、

医療機関の内、病院に設置し、病院の敷

地図面、また建物の構造概要や平面図が

変更となる場合は、開設許可事項中の一

部変更許可申請の対象となることも考え

られる。また、専用装置が医療機関外に

設置される場合は、診療にはあたらない

ので、医療機関開設の手続きは必要ない

とするのが妥当と考えられた。 

 なお、医療法の範囲外とした場合は、

遺体に放射線を照射する業務の位置づけ

を明確にし、刑法第 190 条（死体損壊等）

に抵触しないような手当が求められよう。

構造としては、医療施設以外の観察医務

院などで警察の要請を受けて医師がくも

膜下出血の証明のために腰椎穿刺、薬物

検出のために採血を行う行為と同じであ

るので、それと同様の扱いとし、Ai の趣

旨を考えるとヒトへの診療と同等の資格

保持者がAiに従事することが適切である

と考えられる。もっとも、生体の撮影と

は必ずしも同一とは言えないところもあ

るため、どんな資格の従事者が操作する

にせよ、撮影技術等について一定のトレ

ーニングが必要であると考えられる。ま

た、放射線防護上、電離則に基づきＸ線

作業主任者の選任を求めるかどうかは、

平成 13年に ICRP の 1990 年勧告の取り入

れで「獣医療法施行規則」が改定された

際、農林水産省生産局長通知（13 生畜第

1892 号、平成 13 年 7 月 4 日）で、電離放

射線障害防止規則等の適用として「専ら

動物の疾病診断又は治療に使用されるエ

ックス線装置は、労働安全衛生法施行令

（昭和 47 年政令第 318 号）第 6 条第 5 号

に規定する医療用のエックス線装置に該

当するものもあり、労働安全衛生法第 14

条に規定する作業主任者を選任すること

は必要としない。」との解釈が示されてい

ることから、用いるエックス線装置が薬

事法の規制下であれば、有資格者が取り

扱うことで同等の安全性が担保されうる

ので、その選任は不要としうるのではな

いかと考えられる。また、法令解釈上、

Ｘ線作業主任者の選任が不可欠であって

も、診療放射線技師は申請すればエック

ス線作業主任者の免許が与えられ、医師

や歯科医師は第一種放射線取扱主任者免

状の交付を受ければＸ線作業主任者の資

格が取得できるので法医学教室が運営す

る場合であっても過度の負担は与えない。 
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C.4.2 エックス線装置の定義 

C.4.2.1 BSS No.115 の規制免除 

BSS No.115 の規制免除では、電離放射

線を発生する装置のうち、接近可能な装

置表面から 10cmの距離で 1μSv/hを超え

ないか、あるいは、生成される放射線の

エネルギーが 5keV を超えないものは、放

射線防護の規制を免除するとされている。

一方、わが国では、Ｘ線を発生させる診

療用の放射線機器として、定格出力の管

電圧が 10kV 以上でエネルギーが 1MeV 未

満のものを対象にしており、齟齬がある。

今後、定格出力が 10kV 未満でも接近可能

な装置表面から 10cmの距離で 1μSv/hを

超えるような放射線を発生させ、一定以

上のリスクを与えうる装置が出現しうる

のであれば、科学的な知見に基づきリス

クベースでその規制が社会に及ぼすイン

パクトも考慮しつつ放射線機器として規

制する装置の範囲を再考する必要がある。 

C.4.3 診療行為以外の放射線機器の使

用 

C.4.3.1 放射線診療の品質管理のた

めの照射 

 医療機関に設置されている放射線機器

は、直接診療に用いるほかに放射線診療

の品質管理のための照射が行われている。

この放射線安全は事前に評価され、事後

の評価でも放射線診療に伴う利用と合わ

せて評価されている。放射線治療分野で、

その評価が適切でなかった事例があるが2、

                                                   
2www.anzenkakuho.mext.go.jp/news/trouble/20
061107_01.html 

現場での対応を促す措置は検討対象にな

っても、規制面での課題はない。 

C.4.3.2 ヒトを対象とした研究用途

での放射線照射 

 ヒトを対象とした臨床試験で放射線機

器を用いるものも放射線診療と同様に放

射線安全が個々の研究倫理審査委員会で

審査され、事後の確認もなされている。 

C.4.3.3 ヒトを対象としない研究や

教育用途での放射線照射 

 この他の利用としては、ヒトを対象と

しない研究や教育用途での放射線照射が

なされている3。これらの利用は医療法の

規制対象外であるが4、その有効活用する

ことが規定されており5、設備を研究に使

うことそのものは、適切であれば、医療

法上の問題はない。また、医療機関内で

指針が整備され、放射線安全上の問題は

ない。この指針策定のために院内で合意

                                                   
3 例えば、佐久間厚志．Ｘ線撮影装置を利
用したカイワレダイコンの放射線ホルミシ

ス．RADIOISOSOPES 49,359-362,2000 
4放射線審議会では獣医療分野での医療と

研究の違いに関して同様の議論があった。

《委員意見》獣医療の施設と獣医療の基礎

をなす研究施設での利用について、明確に

分かれていることを関係者に周知し、よく

理解してもらいたいと思う。 
http://www.anzenkakuho.mext.go.jp/news/coun
cil/20070927_01.html  
5医療法第一条の四 
５ 医療提供施設の開設者及び管理者は、

医療技術の普及及び医療の効率的な提供に

資するため、当該医療提供施設の建物又は

設備を、当該医療提供施設に勤務しない医

師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医

療の担い手の診療、研究又は研修のために

利用させるよう配慮しなければならない。 
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を得るという視点では、オートプシー・

イメージングと同じような構造にあると

考えられる。また、ヒトを対象にしない

という観点でもAiと同じような位置づけ

にあるが、放射線防護をどの法令で規制

すべきかは、Ai の位置づけに依存する。

いずれにしても、放射線安全や医療安全

を科学的に示した上で、病院内での研究

倫理や安全に関する委員会で審査を受け

る制度が確立している。 

 一方、食品衛生法上は、食品の製造や

加工で放射線の照射が禁止されている6。

このため、試料として、生肉、骨などを

扱う場合には食品としては扱わないこと

が前提となる。研究による照射は、製造

や加工ではないので、この規定は関係し

ない。 

 また、動物への照射は、厚生労働省の

所管する実施機関における動物実験等の

実施に関する基本指針 iiiや医学生物学領

域の動物実験に関する国際原則 ivに従う

必要がある。このうち、ホルマリン瓶に

封入された犬への照射など、動物の死骸

の扱いは安全管理面を除いては、規制は

見つからなかった。このような研究であ

っても、院内の研究倫理委員会の審査を

受けて放射線防護面も確認しておくのが

よいのではないかと思われた。また、JIRA

                                                   
6食品の製造・加工基準、保存基準 
（厚生省告示第 370号 食品、添加物等の

規格基準） 
I．食品一般の製造、加工及び調理基準  
１ 食品を製造し、又は加工する場合は、

食品に放射線を照射してはならない。 

は、動物用に使用された医療機器（中古）

は人用には販売しない旨のガイドライン

を作成しており、それに従うことが求め

られる（Ai に用いた医療機器の再販規制

はない）v。 

 なお、放射線診療に用いる機器の感染

症対策としては、Ｘ線撮影による伝播と

推測した多剤耐性緑膿菌の院内感染viや

MRSA などの汚染viiviii事例が報告されてい

る。 

C.4.3.4 院内ルールと第三者確認 

 Ai を行うには、院内ルールを整備して

おく必要があり、その実態を行政も把握

できるようにしておくべきであり、かつ、

その質を担保するために、医療機関への

立入検査の対象とするのが適切であると

考えられた。さらに、それらの前提とし

て、わが国としての Ai の社会での位置づ

けに関して一定のコンセンサスを関係者

が得ておき、その合意に基づく制度整備

を進めることが必要であると考えられる。 

C.5 Ai の放射線防護の留意点 

 Ai は遺体全体を細かくスキャンするこ

とが想定され、通常の検査と異なり被検

者の放射線安全の考慮が不要であるため

に、一件あたりに使用する線量が多くな

ると考えられる。このため、Ai 専用機と

して設置する場合は一日の検査件数が５

件と通常の検査よりも小さく設定しても、

使用する放射線の量が多いために、一般

診療として遮へいされたCT室の通りに設

計すると漏洩する放射線の量が限度を超

過する可能性がある。全身を連続的にス
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ライスする Ai では、その使用実態を非安

全側にならないように設定し、安全的に

遮へいする必要がある。 

 

D. 結論 

死亡時医学検索として死亡時画像病理

診断(Ai=Autopsy imaging)の活用が見込

まれることから、その円滑な実施のため

に放射線防護面での課題を整理し、今後

のルール整備の方向性を示した。 
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Ａｉ撮影プロトコルを基にした遮へい計算 

 

国立国際医療センター 小高喜久雄 

 

厚生労働省科学研究事業 深山班からの依頼によりＡｉを実施するにあたり、画像診

断医師とＡｉ撮影プロトコルを作成した。この撮影プロトコルに基づきＡｉを実施する

検査室の放射線安全を検討した。 

 

【撮影条件】 

全患者（ご遺体）に対して、頭部から足先までを以下の条件にてスライスし画像を作成

する。 

画像コマ数としては、おおむね 230 枚（コマ）程度となる。通常の放射線検査と比べて、

用いる放射線の量が多く、得られる情報が膨大となる特徴がある。 

【頭部】120kv 200mA 2sec 又は 0.5sec   15 回転～20 回転 

コンベンショナルスキャンにて    

撮影スライス厚 5mm  

出来れば OM であわせる。 

【頚部】120kv 200mA 0.75sec 又は 0.5sec   20 回転～25 回転 

ヘリカルスキャンにて 

撮影スライス厚 2mm 

軟部条件 2mm と 5mm 

【胸部から骨盤部】120kv 200mA 0.75sec 又は 0.5sec   40 回転～50 回転 

ヘリカルスキャンにて 

撮影スライス厚 2mm 

軟部条件 2mm と 5mm 

胸部肺野条件 2mm 

【下肢】120kv 200mA 0.75sec 又は 0.5sec   30 回転～40 回転 

ヘリカルスキャンにて 

撮影スライス厚 5mm 

軟部条件 5mm 
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【撮影手順】  

１． 頸部から頭頂部までの Scout １を撮影する。 

２． Scout １を使用し、頭部の撮影をする。 

３． Scout １を使用し、頚部の撮影をする。 

４． 付き添い医師により患者の手を挙上して、胸部から骨盤部の Scout ２を撮

影   する。（挙上が困難な場合はそのまま撮影。この撮影が多いと思われます。） 

５． Scout 2 を使用し、胸部から骨盤部まで撮影する。 

６． 必要あれば下肢の撮影をする。 

７． 再構成された画像を速やかにサーバーと MOD へ送信する。 

  以下に、一例を示す。 
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通常の医療活動にて遮へい計算を行った場合の漏洩線量は以下の通りになる。 

（20 人/日。5 日/週 稼働させた場合) 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



15 

Ai を目的に行った場合の漏洩線量を示す。（５人/日。5 日/週 稼働させた場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



16 

Ai を目的に行った場合の漏洩線量を示す。（７人/日。5 日/週 稼働させた場合) 
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以上の結果、Ai 専用機として設置する場合は一日の検査件数が５件と通常の検査より

も小さく設定しても、使用する放射線の量が多いために、一般診療として遮へいされた

CT 室の通りに設計すると漏洩する放射線の量が限度を超過する可能性があることがわ

かった。全身を連続的にスライスする Ai では、その使用実態を非安全側にならないよ

うに設定し、安全的に遮へいする必要がある。 
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